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令 和 ５ 年 １ ２ 月 ２ １ 日 

保健福祉政策部国保・年金課 

 

令和６・７年度後期高齢者医療保険料の検討状況について 

 

１ 主旨 

後期高齢者医療制度では、被保険者の一部負担金を除いた医療給付費等のうち、約１０パ

ーセント(後期高齢者負担率)を保険料でまかなうこととなっている。 

保険料は、被保険者数や医療費の伸び等を勘案し、２年ごとに見直される。東京都後期高

齢者医療広域連合（以下、｢都広域連合」という。）において、令和６・７年度保険料の検討

が進められ、算定案が示されたので報告する。 

 

２ 保険料率改定の要因 

（１）保険料率を算出する主な基礎数値 

  ① 被保険者数（東京都）   

令和６年度 １７６万人（前年度比３.１７％増） 

令和７年度 １７９.３万人（前年度比１.８８％増） 

  ② 医療給付費（東京都）    

令和６年度 １兆５,７３５億円（前年度比４.５％増） 

      （１人あたり８９万４,０２２円（前年度比１.２９％増）） 

     令和７年度 １兆６,１２９億円（前年度比２.５１％増） 

      （１人あたり８９万９,５７１円（前年度比０.６２％増）） 

  ③ 後期高齢者負担率（全国） 

令和６・７年度 １２.７０％（前回比０.９８ポイント増） 

 ④ 賦課限度額（全国）     

令和６年度 ７３万円 令和７年度 ８０万円 

  ※令和４・５年度の賦課限度額 ６６万円 

 

（２）都広域連合独自の特別対策等継続の有無 

  保険料額の急激な上昇を避けるため、本来は保険料に算定すべき葬祭費、審査支払手数料、

財政安定化基金拠出金、保険料未収金補填分の４項目について、都広域連合を構成する６２

区市町村では、独自に一般財源を投入する特別対策等を引き続き実施する。 

算定案では、都広域連合の合計で特別対策は約２１５億円となっており、低所得者に対す

る所得割額独自軽減対策の約５億円とあわせて、約２２０億円となっている。 

 

３ 算定案 

 令和４・５年度 令和６・７年度 

均等割額 46,400円 47,700円（1,300円（2.8%）増） 

所得割率 9.49％ 令和６年度：旧ただし書き所得58万円以下： 9.74％  

              58万円超  ：10.00％ 

令和７年度：10.00％ 

賦課限度額 66万円 令和６年度：73万円   令和７年度：80万円 

1人あたり年間平均

保険料額（都内） 

104,842円 令和６年度：112,633円（ 7,791円（7.4％）増） 

令和７年度：114,895円（10,053円（9.6％）増） 

※所得割率及び賦課限度額について、激変緩和措置あり。 
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（出典：都広域連合作成資料） 

４ 今後想定される保険料率の増減理由 

（１）後期高齢者負担率の確定 

（２）全国平均所得額の提示による所得係数の確定 

（３）均等割額の軽減判定所得の確定 

（４）出産育児一時金の財政規模の確定 

 いずれも国から１２月以降に通知され、都広域連合で算定案に反映し最終案を作成予定 

 

５ 今後のスケジュール（予定） 

令和６年 １月  都広域連合協議会で最終案協議 

         区長会に都広域連合より最終案報告 

   都広域連合議会で「東京都後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関

する条例」一部改正 

       ２月  各区市町村議会に「東京都後期高齢者医療広域連合規約の変更に関す

る協議」上程（第１回定例会） 

       ４月  規約変更の公表 
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【 参 考 】 

 ●都広域連合の令和６・７年度保険料の算定案における収支内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：都広域連合作成資料） 

●都広域連合議会 

  定    数   ３１人（区１７人、市１２人、町村２人） 

  選任方法   関係区市町村議会議員から関係区市町村議会による間接選挙（任期２年） 

 

●都広域連合協議会 

都広域連合の運営に関して、必要な調整及び協議を図るための関係区市町村の協議組織 

 構成員  区長会代表６名、市長会代表６名、町村会代表２名、広域連合長１名、 

    副広域連合長３名（副広域連合長のうち関係区市町村長から選任される者） 

 

●区の７５歳以上人口推計  

  令和５年７月時点の将来人口推計（外国人を含む） 

 令和５年（２０２３年）１０２，８９０人  ※１月１日時点の実績 

 令和６年（２０２４年）１０５，９８７人  前年比   ３，０９７人増加 

     令和７年（２０２５年）１０８，８６４人  前年比   ２，８７７人増加 

       令和８年（２０２６年）１１０，２１４人    前年比   １，３４９人増加 

       令和９年（２０２７年）１１０，７５７人    前年比    ５４３人増加 

※区の後期高齢者医療被保険者数（令和５年１０月末）・・・１０３，７３９人 

 

 


